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研究成果の概要（和文）： 

1990 年代の「第三の波」と称される FTA が拡散傾向にあるにも関わらず、アジアにおいて

日本と韓国はWTOを中心とした多角主義を重視し、FTAに対しては否定的であった。しかし、

いまでは両国は FTA に代表される経済地域主義を通商外交の重要な柱にしている。東アジア各

国によるさまざまな形での FTA 締結へ向けた動きが錯綜する状況において、特殊な様相を呈す

る日韓の経験は、どのように位置づけられるのだろうか。 

このような問題関心に基づいて、本研究では、自由貿易協定(Free Trade Agreement: FTA)

をめぐる日本と韓国における意思決定過程の比較研究を行った。特に、日本と韓国が、WTO

主導の通商政策から FTA 政策への転換を遂げ、交渉過程で生じた障害を克服し締結に至った要

因を、国内制度と国内アクターの選好に焦点を当てて、実証分析した。アジア地域統合を進め

るうえで不可欠なアクターである日韓の FTA 政策分析を通じて、アジア地域統合研究への理論

的インプリケーションを模索した。 
 
研究成果の概要（英文）： 

Despite the diffusion of free trade agreements in the 1990’s, in what is often referred to as 

“the third wave” of FTAs, Japan and Korea has generally held a negative attitude toward 

bilateral FTAs, lauding instead the benefits of the WTO. However, in a dramatic turnaround, 

both governments today are actively pursuing bilateral FTAs. Why and how did these policy 

changes occur?  

Conducting a comparative study of FTA Policymaking process between Japan and Korea, 

this study investigates the institutional problem such as the lack of communication channel 

between government and interest groups. It explored the sources of change in domestic policy 

thinking, in particular the shift in patterns of policy development, by empirically examining 

key actors, their preferences, and the dynamism of patterns between conflict and cooperation 

among these actors. 
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１．研究開始当初の背景 

自由貿易協定(Free Trade Agreement：以下

FTA）は 2 以上の国々の間において締結され

る関税などの障壁を自由化する合意であり、

関税同盟と並んで、地域貿易協定と称されて

いる。 

1990 年代の FTA の世界的な増加にもかか

わらず、東アジア地域においては FTA 締結の

動きは鈍かった。世界 GDP 上位 30 カ国に入

る日本、中国、韓国等の東アジアの主要国は

FTA を結んでいなかった。特に、日本と韓国

は世界貿易機構(World Trade Organization：

WTO)を中心とした多角主義を重視し、FTA

に対しては否定的であった。 

しかし、いまでは両国は FTA に代表される

経済地域主義を通商外交の重要な柱にして

いる。例えば、韓国はチリ, シンガポール, 

ASEAN, インド等, 16か国との FTAを発効さ

せ, 2010年 10月には EUとの FTAにも正式に

署名し, 2011 年 7 月にはこれを暫定発効させ

ている．また, 2012 年 3 月にはアメリカとの

FTA を発効させ、オーストラリア, ニュージ

ーランド, トルコ, コロンビア, カナダ, メ

キシコ, など 12 カ国との交渉を進めている。 

日本は、2002 年以降、FTA 重視の姿勢に転

じる。2002 年 11 月に、初の FTA であるシン

ガポールとの FTA をさせ、それを手始めに、

2005 年 4 月にはメキシコと FTA が発効し、

マレーシア、チリ、タイとの FTA も発効させ

た。さらに、フィリピン、ブルネイ、インド

ネシアとも署名し、2007 年 11 月には ASEAN

全体との FTA を妥結した。更に日本は、GCC、

ベトナム、豪州、スイスとも FTA 締結に向け

て交渉をおこなっている。 

今では、FTA に代表される地域主義の台頭

は, アジア経済危機後の東アジアにおける一

つの潮流となっており, 東アジア地域主義, 

更には「東アジア共同体」の議論をも活発化

させている。東アジア各国によるさまざまな

形での FTA 締結へ向けた動きが錯綜する状

況において、特殊な様相を呈する日韓の経験

は、どのように位置づけられるのだろうか。 

このような FTA への通商政策転換要因に

関 す る 先 行 研 究 と し て 、 Aggarwal and 

Urata(2006)、浦田(2002)を初めとする多くの

経済アプローチでの研究がある。しかしなが

ら、政治アプローチからの FTA の政策決定過

程に関する研究(Solis and Katada(2009)、渡辺

(2004)、磯崎(2005)、チェ・ヨンゾン(2003))

は極めて少なかった。 

さらに、日韓の FTA 研究の大多数は，国際

システム変数に関心を注いでいる．国際シス

テム以外に関心を注ぐ研究の焦点は，文化や

情緒などの変数に限られている(ソン 2011; 

リ 2009)。日韓の FTA 研究においては，国内

政治変数に関する研究は未開拓の領域とし



て残っているのである。 

 

２．研究の目的 

本研究では、上記の経緯を踏まえ、FTA を

めぐる日本と韓国の政策過程の共通点と相

違点を明らかにすることによって、政策決定

過程に新しい視点を提示する。さらに、既存

のアジア地域統合研究が射程に入れていな

かった政治的側面における有効な分析枠組

みを提供する。 

日本と韓国が、WTO 主導の通商政策から

FTA 政策への転換を遂げ、交渉過程で生じた

障害を克服し締結に至った要因を、国内制度

と国内アクターの選好に焦点を当て実証分

析する。アジア地域統合を進めるうえで不可

欠なアクターである日韓の FTA 政策分析を

通じて、アジア地域統合研究への理論的イン

プリケーション提示を試みるものである。 

 
３．研究の方法 

 本研究では、日韓の国内制度の違いを分析

し、政策決定過程に関する理論的検討および

実証分析を行った。まず、日韓の政府機関か

らの一次資料の実証分析を通じて日本と韓

国の FTA 政策決定過程を分析した。  

次に、政府関係各省庁、政党、経済利益団

体、農業団体など、政策決定に影響を及ぼし

たと考えられるアクターに対してのインタ

ビュー調査を行った。これらの調査に基づい

て、仮説を組み立て、実証分析を行った。理

論の枠組みとしては、国内制度が国内社会集

団の選好によって変容した過程を提示した

Garrett and Lange のモデル(1995)の改良を試

みた。 

 

４．研究成果 

韓国の通商政策は大統領と外交通商部を

軸に、通商関連行政部処を中心に推進されて

きた。したがって, 議会や業界などの民間部

門の影響力は比較的弱い。現在, 韓国政府の 

FTA 推進における問題点として, 国民世論と

利害当事者の意見が適切に反映されていな

いことが指摘できる。今までの FTA 推進過

程を見ると, 対外交渉は成功していると評価

される反面, 対内交渉においては利害関係者

の意見の集約・調整が充分ではないという指

摘が常になされてきた。 

例えば, 国民世論や FTA 締結に伴う利害

当事者の意見を政府に直接伝えるチャンネ

ルが不足しており, 国会を通じた間接的な伝

達さえも国会の制限的参加によって機能が

弱い状況である。殆どの利益集団は, 政府の

政策決定過程に自らの利益を効率的かつ合

法的に伝達する政治的手段を備えていない。

特に,  FTAに強く反対する国内集団は, その

大多数が労働, 農民, 中小企業, 都市貧民な

どの社会経済的弱者であり, 彼らは大企業な

どの官僚, 政治家との緊密な私的関係(非公

式チャンネル)さえも確保できずにいる。その

ため, 利益集団と通商担当者との間で対話や

妥協は存在せず,市街デモ, 反政府集会, 刈り

上げのような極端な手段が一般的なものと

なっていた。 

これは, 韓国の FTA 政策における特徴と

して, 利益集団の「反対は強く, 支持は弱く」

のパターンとして解釈できる。これは同時多

発的 FTA 推進戦略を進めている韓国政府に

とっては不利な政治経済構造である。という

のも，政府と賛 FTA 連合（pro-FTA coalition）

を形成し, 政府の FTA 推進を積極的に支援

する勢力が存在しないことを意味するから

である。 

更に, 韓国においては、通商交渉本部が外

交通商部に属していて, 政治論理を重んじる

外交組織と経済論理を重視する通商組織が

混合し, 通商利益に対する考慮が不足してい

ると考えられる。また, これまでの韓国の



FTA政策はあまりにも短期間に数多くの FTA

を推進する傾向があり, 交渉時限を短く設定

して性急に交渉を進めるなど, 政府が過度な

ドライブで FTA を一方的に推進している側

面が見られた。  

韓国では，政府と農業団体をつなぐチャン

ネルが希薄である．農業団体は政府の FTA 政

策決定プロセスから除外されており，利害関

係者の意見の集約はなされていない．政府と

農業団体のチャンネルが希薄という構図が

あるため、前者は後者からの抑制を受けにく

いのである．つぎに，韓国では, 「委任大統

領制」(Delegative Presidentialism)と比喩される

ほどに大統領の権限が莫大である．大統領の

リーダーシップをもとに，さまざまな相手国

と同時に交渉を進めるという「同時多発的

FTA 推進戦略」が掲げられている．通商交渉

本部が推進委員会を中心に，韓国が他国より

も果敢で迅速に FTA 政策を進めることがで

きるのは, 大統領の支持という要因が大きか

った。 

 他方で、日本の FTA 政策は、韓国のような

大統領制によるトップダウン式の政策決定

ではなく、議員内閣制によるコンセンサス重

視のボトムアップ式によって決定される。官

僚が政策議題を作成し、コンセンサスに基づ

いた意見調整過程が必要な故に、政策決定が

長引くという構造的制約も生じる。 

浦田(2002)が指摘するように、日本の FTA

政策決定のメカニズムでは、事前審査は関税

率審議会ないし経済審議会で関係省庁を集

めて行い、その過程で業界、政治家、学会、

メディア関係者からの意見の集約を図って

決定される。FTA 交渉は、外務省、経済産業

省、農林水産省、財務省の 4 省庁体制で行わ

れている。これら 4 つの省庁の協議に基づい

て、合意形成を行いながら交渉を進めていく

ため、省庁間での調整が難しい品目について

は時間がかかる場合もあった。特に、FTA に

対して推進派の経済産業省と消極派の農林

水産省の対立は際立っており、迅速な意思決

定は難しいのが現状である。一方で、韓国の

通商本部は、交渉窓口が一本化されているた

め、大統領の強い権限と共に交渉を行ってお

り、通商交渉において迅速な対応が可能であ

った。 

しかし、このようなコンセンサス重視の日

本の FTA 政策決定は、調整型であるがゆえに、

事前に国内産業の構造調整が図られるよう

に配慮される側面もあった。 

例えば、日本とメキシコとの FTA 締結を挙げ

られる。日本・メキシコ FTA は実質的に初め

て農産品をも対象とした本格的な協定であ

り、交渉過程では日本の国内調整が大きな問

題となっていた。しかし、結果的には、農業

分野において焦点となった豚肉について、長

い時間をかけて議論し、農業関係の議員とも

共通の認識ができた上で、差額関税制度を堅

持することができた。日墨 FTA は、農業関係

者をも網羅し、うまくまとめて調整した積み

上げの結果として評価できる。 

本研究の理論的な貢献は，次のとおりであ

る．本稿では，従来の研究で見落とされてき

た FTA の国内レベルを分析することによっ

て，パットナム(Putnam, R.D.)の「2 レベルゲ

ーム・モデル」への理論的な貢献ができた．

パットナムのモデルは，国家間の交渉を, 国

際と国内という 2 つのレベルで行われるゲー

ムとして理解する．国際交渉の場を「レベル

１」と呼び，相手国との合意を批准するか否

かについて，政府が国内の諸集団と折衝する

場を「レベル２」と呼ぶ．２レベルゲーム・

モデルで用いられる重要な概念は「ウィンセ

ット」である．これは，国内から支持を得ら

れる範囲に収まる，相手国との合意事項の集

合である(Putnam 1993)．通常の視点からは，



ウィンセットを決める要因は，政府と国内ア

クターをつなぐチャンネルだと考えられる．

しかし，本研究では，このチャンネルが希薄

だという条件のもとでも，国内の利益団体が

駆使する世論というルートが，ウィンセット

を決める要因として働き得ることを発見し

た．したがって， 2 レベルゲーム・モデルに

おけるウィンセットを決定する要因に関し

て，理論的な貢献ができたといえる． 

本研究の政策的貢献は，以下のとおりであ

る．日本や韓国の事例で見られたような国内

の阻害要因を克服することにより，多国間・

地域 FTA 形成が促されることが予想される．

また，本研究の分析では，FTA によって損害

を被る団体に対して，政府が適切な政策を施

さなかったことが問題になった事実が判明

した．例えば、FTA によって被害を受ける集

団への補償問題の具体例を見てみると，韓国

の場合、ノムヒョン大統領は補償政策を打ち

出したが，その内容は農業団体にとっては納

得のいくものではなかった．政策の実例とし

て，「FTA 移行特別法」の導入や「韓チリ FTA

農業支援対策案」の発表などがあるが，いず

れも初期の目的を達成していない。日本の場

合も同様で、農畜産物の販売価格と生産費の

差額を基本とする「戸別所得補償制度」を販

売農家に実施するべきとの主張はあるもの

の、有効的な実施には至っていないのである。 

政策決定者は，損害を被る団体と話し合う

場を設けて，必要な調整をするべきであろう．

圧力を受けてしまうチャンネルは基本的に

は好ましくないのだが，被害を受ける集団と

の効率的な会話のチャンネルだけは構築す

べきであり，ひいては，民意を適切に吸収・

反映できる制度的・ 法的な措置を検討する

べきである．また，損害が予想される場合、

政府は事前に損害の範囲および想定額を算

定し，それによる補償の方式や程度，対象な

どを迅速に決定するべきではないだろうか。  

上記の分析から得られた知見として、最も

重要な含意は、日韓の FTA 政策決定プロセス

における利益集団の動きの違いは、国内アク

ターの選好と国内制度(大統領制／議院内閣

制)によって説明できるということである。特

に、FTA 交渉過程における政府と国内アクタ

ーをつなぐ意思伝達の方式によって交渉が

異なってくることが、日韓の政策比較から示

されている。 
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